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Ⅰ 平成２６年第３回県議会定例会提出議案等一覧

（予 算）

１ 平成26年度茨城県一般会計補正予算（第２号）

２ 平成26年度茨城県港湾事業特別会計補正予算（第１号）

（条例その他）

１ 茨城県資金積立基金条例の一部を改正する条例

２ 就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づき幼保連携型

認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例

３ 茨城県少子化対策審議会条例の一部を改正する条例

４ 児童福祉法に基づき児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例

５ 母子及び寡婦福祉法の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例

６ 薬事法等の一部を改正する法律等の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例

７ 茨城県県立学校設置条例の一部を改正する条例

８ 茨城県テレホンクラブ営業に係る利用カード等の販売等の規制に関する条例の一部を改正す

る条例

９ 法人に対する出資について

１０ 県が行う建設事業等に対する市町の負担額について

１１ 国及び県等が行う土地改良事業に対する市町村の負担額について

１２ 県が行う建設事業等に対する市町村の負担額について

１３ 工事請負契約の締結について（茨城県防災情報ネットワークシステム整備工事）

１４ 工事請負契約の締結について（県立海洋高等学校実習船代船建造工事）

１５ 平成25年度茨城県公営企業会計に係る利益の処分について

（認 定）

１ 平成25年度茨城県公営企業会計決算の認定について

（報 告）

１ 地方自治法第179条第1項の規定に基づく専決処分について
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Ⅱ 平成２６年度９月補正予算案の概要

１ 基本的な考え方

・ 震災発生から３年余りが経過し、被災したインフラ等の復旧については着実に進んでい
るが、原発事故に伴う風評被害は依然として根強い状況にあるところ。

・ また、先般公表された４～６月期ＧＤＰは年率換算で前期比６．８パーセントの減と大
、 、「 、 、幅なマイナス成長となったが 国においては 景気は 緩やかな回復基調が続いており

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動も和らぎつつある 、先行きについても 「緩。」 、
やかに回復していくことが期待される 」と景気判断は据え置き。今後の景気の動向や経。
済運営に関する国の動きについて注意深く見守っていく必要がある。

、 、 、・ こうしたなか 今回の補正予算は 東日本大震災からの復旧・復興に取り組むとともに
圏央道などの重要な社会資本の早急な整備に対応するほか、待機児童数の削減など緊急性
が高い課題への対応のため、必要な事業を計上した。

・ 今回の補正予算の財源は、国庫支出金や県債のほか、基金からの繰入金等を活用すると
ともに 震災復興特別交付税を充当し そのほか 所要の一般財源については 繰越金 約、 、 、 、 （
２百万円）を充当した。

２ 補正予算の規模

・ 一般会計 ９４億９９百万円 (補正後 １兆１，０４０億４４百万円)

・ 特別会計 １１億４０百万円 (補正後 ２，９６４億５２百万円)

・ 企業会計 －百万円 (補正後 １，４１８億３９百万円)

合計 １０６億３９百万円 (補正後 １兆５，４２３億３５百万円)

※ ９月補正後一般会計予算の前年予算に対する伸び率 ＋１．３％

○予算の比較（一般会計） （百万円、％）

Ｈ２５ Ｈ２６ 前年度比

当初予算 １，０７８，４６５ １，０９０，３９８ １０１．１

５月専決後 １，０７８，４６５ １，０９４，５４５ １０１．５

９(10)月補正 １１，５０４ ９，４９９ ８２．６

補 正 後 計 １，０８９，９６９ １，１０４，０４４ １０１．３

○東日本大震災関連予算の推移（一般会計）

区 分 予 算 額 区 分 予 算 額

平成２２年度 Ａ ５，３２０ 平成２６年度 Ｅ １０５，３１２

平成２３年度 Ｂ ２０４，４５６ 当初予算 １０３，７０８

平成２４年度 Ｃ １０４，８２９ ９月補正 １，６０４

平成２５年度 Ｄ １００，９１８ 累計 （Ａ～Ｅ） ５２０，８３５
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（百万円）３ 主な事業

（１）東日本大震災からの復旧・復興

・ 緊急輸送対策強化事業（公共） ９５８

（復興みちづくりアクションプランに基づく緊急輸送道路等の整備）

・事業箇所：道路改良 ２１箇所

・ 港湾建設事業（公共） ５４２

（日立港区における泊地浚渫等）

・事業箇所：日立港区の泊地浚渫、鹿島港の防砂堤整備

（２）社会資本の整備

拡 茨城港常陸那珂港区整備事業（港湾事業特別会計） １，１００

（中央ふ頭地区におけるふ頭用地の整備及び施工ヤードの地盤改良工事）

・事業内容：水深１２ｍ岸壁の整備に伴う照明塔、電気設備、給水設備等の整備、東京

電力火力発電所から発生する石炭灰の次期処分場に係る施工ヤードの地盤

改良工事

拡 茨城港日立港区整備事業（港湾事業特別会計） ４０

（港湾計画変更のための調査 設計）・

・事業内容：第３ふ頭地区の港湾計画変更に係る基礎調査、航行安全対策などの調査・

設計

・公共事業 ８，６３６

・ 国補公共事業 ７，９９２

（道路、港湾などの復興関連事業及び直轄事業負担金等の増額）

［道 路： ９５８］国道２９３号（常陸太田市 、里根神岡上線（北茨城市）ほか）

［港 湾： ５４２］茨城港日立港区、鹿島港

［直轄事業：６，３９９］道路（圏央道、東関道等 、治水（河川改修等 、空港ほか） ）

［災害復旧： ９３］茨城港常陸那珂港区、日立港区、鹿島港

※下線は東日本大震災からの復興関連事業

・ 県単公共事業 ６４４

（道路、河川海岸、治山など防災・減災対策及び通学路安全対策の増額）

国道３５４号（かすみがうら市 、国道１２５号（古河市）ほか［道 路：３４６］ ）

［河 川 海 岸：１１８］五浦海岸（北茨城市 、片庭川（笠間市）ほか）

［治 山： ３０］和久（常陸太田市 、伊師（日立市）ほか）

［道路安全対策：１５０］つくば真岡線（筑西市 、上吉影岩間線（小美玉市）ほか）
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（３）その他

新 幡谷教育振興基金積立金 １２３

（幡谷教育振興財団からの寄付金の積立）

新 いばらき理科教育振興事業 ６

（幡谷教育振興基金を活用した、小中学校の理科教育振興のための支援）

・理科教育において顕著な実績を収めた学校（小学校３校、中学校３校）を表彰し、賞

賜金を授与（１校あたり１，０００千円）

拡 県営体育施設再編整備事業 ８３

（国民体育大会本県開催に向けた笠松、堀原運動公園の改修のための実施設計）

・整 備 内 容：笠松運動公園（陸上競技場スタンド・トラック改修、体育館空調整

備、プール棟設備改修）

堀原運動公園（武道館設備改修等）

・スケジュール：平成２７～２９年度工事施工

（３０年度リハーサル大会、３１年度本大会）

拡 安心こども支援事業 ４４１

（健やかこども基金を活用した保育所等の整備に対する支援）

・補助対象：民間保育所の整備、小規模保育事業に係る改修等

・施 設 数：７施設（補正後：６５施設）

・補 助 率： 健やかこども基金１／２ 、市町村１／４、事業主体１／４（ ）

拡 いばらき幼保一元化促進事業 ６７

（健やかこども基金を活用した認定こども園の整備等に対する支援）

・補助対象：認定こども園の整備、認定こども園に移行予定の幼稚園等の耐震化

・施 設 数：１施設（補正後：１４施設）

・補 助 率： 健やかこども基金１／２ 、事業主体１／２（ ）

拡 障害者施設整備事業 ２３

（グループホームにおけるスプリンクラー設置に対する支援）

・補助対象：消防法施行令改正により新たに設置義務が生じた、障害支援区分４以上の

者が８割を超える施設

・施 設 数：８施設

・補 助 率： １／２、県１／４ 、事業主体１／４（ ）社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金

新 難病対策新制度移行事業 ２８

（難病対策新制度への移行に伴い増加が見込まれる申請受付等への対応体制の整備）

・対 象 疾 患 数： Ｈ２５）５６→（Ｈ２７）約３００（

・県内対象患者数： Ｈ２５）１６，５９７人→（Ｈ２７）約２８，８００人（

受給者証申請受付、療養費支払い、システム入力、医療機関等指定等・対 応 業 務：

・雇 用 人 数：２１人
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新 薬局による健康情報拠点推進事業 ５

（薬局による一般用医薬品の適正使用に係る助言や健康相談、情報提供の推進）

・事業内容：推進連絡会議の開催、支援薬局（２００箇所指定）による健康相談業務の

実施、薬剤師向け研修会の開催、県民への啓発等

新 農場防疫対策支援事業 １２

（豚流行性下痢（ＰＥＤ）のまん延防止対策に対する助成）

・事業主体：県畜産協会、市町村衛生指導協会

・補助対象：ＰＥＤ対策のための消毒薬、動力噴霧器等の整備

・補 助 率： 国１／２ 、事業主体１／２（ ）
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入）

（単位：百万円）

補正前の額 今回補正額 計

款 名

（Ａ） (Ｂ) （Ａ＋Ｂ）

県 税 ３２７，５１５ － ３２７，５１５

地 方 消 費 税 清 算 金 ６８，７９８ － ６８，７９８

地 方 譲 与 税 ５１，６７３ － ５１，６７３

地 方 特 例 交 付 金 ９２１ － ９２１

地 方 交 付 税 １８５，８２８ ８１７ １８６，６４５

交通安全対策特別交付金 ９３１ － ９３１

分 担 金 及 び 負 担 金 ９，２５２ ２ ９，２５４

使 用 料 及 び 手 数 料 １３，８９２ － １３，８９２

国 庫 支 出 金 １２８，２７３ ８３７ １２９，１１０

財 産 収 入 １，９００ － １，９００

寄 附 金 ３１ １２３ １５４

繰 入 金 ４１，６９１ ５５６ ４２，２４７

繰 越 金 ８４８ ２ ８５０

諸 収 入 １１２，９７５ － １１２，９７５

県 債 １５０，０１７ ７，１６２ １５７，１７９

計 １，０９４，５４５ ９，４９９ １，１０４，０４４
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）

（単位：百万円）

補正前の額 今回補正額 計

款 名

（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

議 会 費 １，７３７ － １，７３７

総 務 費 ３６，５９１ ７５ ３６，６６６

企 画 開 発 費 ２３，３０３ ７ ２３，３１０

生 活 環 境 費 １２，８２９ － １２，８２９

保 健 福 祉 費 １８７，１５２ ５６５ １８７，７１７

労 働 費 ８，２４０ － ８，２４０

農 林 水 産 業 費 ５４，４１７ ４２ ５４，４５９

商 工 費 ８９，５９５ － ８９，５９５

土 木 費 １０１，１３８ ８，５０６ １０９，６４４

警 察 費 ６０，３９９ － ６０，３９９

教 育 費 ２７５，５６５ ２１１ ２７５，７７６

災 害 復 旧 費 ４，２６１ ９３ ４，３５４

公 債 費 １４５，６９１ － １４５，６９１

諸 支 出 金 ９３，４７７ － ９３，４７７

予 備 費 １５０ － １５０

計 １，０９４，５４５ ９，４９９ １，１０４，０４４
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６ 特別会計補正予算
（単位：百万円）

会 計 名 補 正 前 の 額 今 回 補 正 額 計
（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

競 輪 事 業 １５，５２８ － １５，５２８

公 債 管 理 １７９，０７４ － １７９，０７４

市 町 村 振 興 資 金 １，１９０ － １，１９０

鹿島臨海工業地帯造成事業 １，６９２ － １，６９２

母 子 ・ 寡 婦 福 祉 資 金 ２７２ － ２７２

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ２，５２４ － ２，５２４

中 小 企 業 事 業 資 金 ３，２０１ － ３，２０１

農 業 改 良 資 金 １９８ － １９８

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 ２５３ － ２５３

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７２ － ７２

港 湾 事 業 ２２，１３４ １，１４０ ２３，２７４

６９，１７４ － ６９，１７４都 市 計 画 事 業 土 地 区 画 整 理 事 業

計 ２９５，３１２ １，１４０ ２９６，４５２

７ 企業会計補正予算
（単位：百万円）

会 計 名 補 正 前 の 額 今 回 補 正 額 計
（Ａ） （Ｂ） （Ａ＋Ｂ）

病 院 事 業 ２９，７４８ － ２９，７４８

水 道 事 業 ４５，６３７ － ４５，６３７

工 業 用 水 道 事 業 ２８，８３５ － ２８，８３５

地 域 振 興 事 業 ９，３３３ － ９，３３３

特 定 公 共 下 水 道 事 業 ４，８５７ － ４，８５７

流 域 下 水 道 事 業 ２３，４２９ － ２３，４２９

計 １４１，８３９ － １４１，８３９
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Ⅲ 債務負担行為一覧

［一般会計］

（新規）

事 項 事 業 内 容 期 間

限 度 額

地 方 道 路 整 備 一般国道354号，つくば市下広岡地内の広岡橋外５箇所の 平成27年度

費 用 負 担 契 約 地方道路整備に係る費用負担について，東日本高速道路株

式会社関東支社長と契約を締結する｡ 340,000千円
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Ⅳ 条例その他の議案の概要

議 案 内 容

改正の内容（財政課，義務教育課）

茨城県資金積立基金条例の一部

公益財団法人幡谷教育振興財団から受け入れた寄付金を理科を改正する条例

教育を振興するための事業に要する経費に充てるために設置

茨城県幡谷教育振興基金を設置

するため，所要の改正をしようと

するものである。

（施行日 公布の日）

条例の内容（子ども家庭課）

就学前の子どもに関する教育，

幼保連携型認定こども園について認可制が導入されるととも保育等の総合的な提供の推進に関

， ，する法律に基づき幼保連携型認定 に 認可に関する基準を条例で定めることとされたことに伴い

省令で定める基準を踏まえ制定こども園の設備及び運営に関する

・学級の編制基準を定める条例

・配置する職員及びその員数

就学前の子どもに関する教育， ・園舎及び園庭の面積

保育等の総合的な提供の推進に関 ・園舎に備えるべき設備

する法律の一部改正に伴い，幼保 ・災害対策 等

連携型認定こども園の認可に関す

る基準を定めるため，本条例を制

（施行日 規則で定める日）定しようとするものである。

改正の内容（子ども家庭課）

茨城県少子化対策審議会条例の

茨城県少子化対策審議会において，幼保連携型認定こども園一部を改正する条例

の認可等に関する事項を調査審議することができるようにする

就学前の子どもに関する教育， ための改正

保育等の総合的な提供の推進に関

する法律の一部改正に伴い，所要

の改正をしようとするものであ

（施行日 規則で定める日外）る。

改正の内容（子ども家庭課）

児童福祉法に基づき児童福祉施

保育所の設備及び運営に関する基準を定めている省令が改正設の設備及び運営に関する基準を

されたことを踏まえ改正定める条例の一部を改正する条例

・保育所は，運営の方針等の重要な事項に関する規程を定め

児童福祉施設の設備及び運営に なければならないこととする等

関する基準の一部改正に伴い，所

要の改正をしようとするものであ

）る。 （施行日 規則で定める日

-10-



議 案 内 容

改正の内容（子ども家庭課）

母子及び寡婦福祉法の一部改正

(1)「母子及び寡婦福祉法」の題名が「母子及び父子並びに寡に伴う関係条例の整備に関する条

婦福祉法」に改められたことに伴う改正例

(2)「茨城県立母子の家」の名称を「ラーク・ハイツ」に改め

母子及び寡婦福祉法の一部改正 る改正

に伴い，関係条例を一括整備しよ (3)その他所要の改正

うとするものである。

（施行日 平成26年10月１日）

（参考）改正条例

・茨城県特別会計条例

・社会福祉施設等の設置及び管理に関する条例

・茨城県住民基本台帳法施行条例

・児童福祉法に基づき児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準を定める条例

改正の内容（薬務課）

薬事法等の一部を改正する法律

(1)薬事法等の一部を改正する法律の施行に伴う改正等の施行に伴う関係条例の整備等

・ 薬事法」の題名が「医薬品，医療機器等の品質，有効性に関する条例 「

及び安全性の確保等に関する法律」に改められたことに

薬事法の一部改正等に伴い，関 伴う改正

係条例を一括整備しようとするも ・再生医療等製品販売業の区分が設けられたことに伴う許

のである。 可申請手数料の設定 等

(2)薬事法及び薬剤師法の一部を改正する法律の施行に伴う引

用条項の移動に係る改正

(3)国において医薬品等の製造管理等に関する基準が見直され

たことに伴う当該基準への適合性の確認のための調査手数

料の改定

（施行日 平成26年11月25日外）

（参考）改正条例

・茨城県地方薬事審議会条例

・茨城県手数料徴収条例

・茨城県食の安全・安心推進条例

・旧介護保険法に基づき指定介護療養型医療施設の設

備及び運営に関する基準等を定める条例

・茨城県証紙条例

改正の内容（特別支援教育課）

茨城県県立学校設置条例の一部

特別支援学校に「茨城県立常陸太田特別支援学校」を追加を改正する条例

・位置 常陸太田市瑞龍町

県立常陸太田特別支援学校を新

設することに伴い，所要の改正を

しようとするものである。

（施行日 公布の日）
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議 案 内 容

改正の内容（生活安全総務課）

茨城県テレホンクラブ営業に係

「児童買春，児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護る利用カード等の販売等の規制に

等に関する法律」の題名が「児童買春，児童ポルノに係る行為関する条例の一部を改正する条例

等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律」に改めら

児童買春，児童ポルノに係る行 れたことに伴う改正

為等の処罰及び児童の保護等に関

する法律の一部改正に伴い，所要

の改正をしようとするものであ

（施行日 公布の日）る。

議案の内容（産業政策課）

法人に対する出資について

県の出資法人等への関わり方に関する基本的事項を定める条

県の出資法人等への関わり方に 例第５条第２項の規定に基づく議決

関する基本的事項を定める条例の (1)出資先 ＣＹＢＥＲＤＹＮＥ株式会社

規定に基づき，ＣＹＢＥＲＤＹＮＥ (2)出資額 162,766,466円

株式会社に対する出資について， （県が出資するいばらきベンチャー企業育成ファンドが保有

議決を求めようとするものであ する株式について，出資見合分の分配を受けるもの）

る。

（参考）ＣＹＢＥＲＤＹＮＥ(サイバーダイン)株式会社

・設立年月日：平成16年６月24日

・事業概要：医療・介護福祉・生活支援分野等で活用され

るロボットスーツの研究開発・製造・販売及

び製品を利用したサービスの提供

議案の内容（林業課，水産振興課）

県が行う建設事業等に対する市

・地方財政法第27条の規定に基づく市町の負担額町の負担額について

（単位：千円）

平成26年度において県が行う広 事 業 名 負担額 備 考

域漁港整備事業等に対する市町の 林 道 事 業 55,338 常陸太田市外１町

負担について，地方財政法の規定 漁 港 事 業 153,564 北茨城市外３市

に基づき，その額を定めようとす 計 208,902

るものである。

議案の内容（農地整備課）

国及び県等が行う土地改良事業

・地方財政法第27条，土地改良法第90条，91条及び独立行政法に対する市町村の負担額について

人水資源機構法第26条の規定に基づく市町村の負担額

平成26年度において国及び県等 （単位：千円）

が行う土地改良事業に対する市町 事 業 名 負担額 備 考

村の負担について，土地改良法等 国 営 248,733 稲敷市外14市町

の規定に基づき，その額を定めよ 県 営 737,451 水戸市外37市町村

うとするものである。 水 資 源 機 構 営 143,557 土浦市外12市町

計 1,129,741
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議 案 内 容

議案の内容（監理課）

県が行う建設事業等に対する市

・地方財政法第27条及び下水道法第31条の２の規定に基づく町村の負担額について

市町村の負担額

平成26年度において県が行う河 （単位：千円）

川事業等に対する市町村の負担に 事 業 名 負担額 備 考

ついて，地方財政法等の規定に基 河 川 事 業 41,868 日立市外14市町

づき，その額を定めようとするも 港 湾 事 業 466,700 日立市外３市町村

のである。 下 水 道 事 業 642,664 水戸市外29市町村

計 1,151,232

工事の内容（防災・危機管理課）

工事請負契約の締結について

(1)工 事 名 茨城県防災情報ネットワークシステム整備工事

(2)工事箇所 水戸市笠原町978番６ほか県内全域茨城県防災情報ネットワークシ

(3)工事内容 電気通信工事ステム整備工事について，水戸市

三の丸一丁目１番25号日本電気株 県庁舎 県出先機関 81箇所 市町村 44箇所),， （ ）， （

式会社茨城支店支店長伊東寛と 消防本部（24箇所 ，医療機関（95箇所 ，その） ）

47億4,336万円をもって，請負契 他関係機関（39箇所）

(4)工 期 平成26年９月～平成28年３月約を締結しようとするものであ

る。

工事の内容（財務課）

工事請負契約の締結について

(1)工 事 名 県立海洋高等学校実習船代船建造工事

県立海洋高等学校実習船代船建 (2)実習船の概要

造工事について，静岡県静岡市 ①総トン数 299トン

m清水区三保3797番地株式会社三 ②長さ 41.2

m保造船所代表取締役三澤俊彦と ③幅 8.3

12億7,440万円をもって，請負契 ④最大搭載人員 43名

約を締結しようとするものであ (3)工 期 平成26年９月～平成28年３月

る。

議案の内容（ ， ，企業局総務課 経営管理課 下水道課)

平成25年度茨城県公営企業会計

平成25年度公営企業会計に係る利益の処分に係る利益の処分について

(1)茨城県水道事業会計

地方公営企業法第32条第２項の 処分額 2,827,501,490円

規定に基づき，茨城県水道事業会 (2)茨城県工業用水道事業会計

計外４会計の利益の処分をしよう 処分額 4,840,934,168円

とするものである。 (3)茨城県病院事業会計

処分額 224,700,620円

(4)茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計

処分額 252,792,480円

(5)茨城県流域下水道事業会計

処分額 480,028,494円
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Ⅴ 認定事項

事 項 内 容

平成25年度公営企業会計決算平成25年度茨城県公営企業会計

(1)茨城県水道事業会計決算の認定について

(2)茨城県工業用水道事業会計

地方公営企業法第30条第４項の (3)茨城県地域振興事業会計

規定に基づき，茨城県水道事業会 (4)茨城県病院事業会計

計外５会計の決算を監査委員の意 (5)茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計

見を付けて認定に付そうとするも (6)茨城県流域下水道事業会計

のである。

Ⅵ 報告事項

１．地方自治法第１７９条第１項の規定に基づくもの

事 項（専決処分年月日） 内 容

損害賠償の概要（経営管理課）

損害賠償の額の決定について

事故発生日時 平成25年（平成26年７月23日専決処分） (1)

(2)事故発生場所 笠間市鯉淵6528番地中央病院内医療行為に係る事故について，

(3)事故概要損害賠償の額を定めようとするも

のである。 救急車で搬送された相手方の母に医療措置を行ったもの

の，適切な経過観察を行わずに帰宅させたため，その後に

容体が急変し死亡し，損害を与えた事故（中央病院所属）

損害賠償額 23,000,000円(4)

（全額，病院賠償責任保険により補填）

和解の概要（監理課）

和解について

（平成26年８月１日専決処分） (1)事故発生日時 平成25年11月15日（金）午後２時15分頃

(2)事故発生場所 つくば市学園南一丁目１番地地先市道上

交通事故について，和解しよう (3)事故概要

とするものである。 小型乗用自動車で出張途中，植樹帯にある相手方所有の

樹木及び工作物に衝突した事故

（土浦土木事務所つくば支所所属）

(4)損害賠償額 2,738,869円

(うち1,000,000円は 日本興亜損害保険株式会社からの支払)，

和解の概要（農業政策課）

和解について

（平成26年８月18日専決処分） (1)事故発生日時 平成25年10月８日（火）午後５時40分頃

(2)事故発生場所 笠間市稲田3488の１番地地先国道上

交通事故について，和解しよう （国道50号）

とするものである。 (3)事故概要

小型乗用自動車で出張途中，国道上で相手車両に追突し

た事故（農業政策課所属）

(4)損害賠償額 1,760,965円

(全額，全日本自治体労働者共済生活協同組合からの支払)
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